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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 9,204,0736,700,4155,100,869 ― ―

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 127,821 25,391△111,702 ― ―

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 54,544 20,317△141,924 ― ―

純資産額 (千円) 1,866,9951,884,5961,726,961 ― ―

総資産額 (千円) 3,743,9923,476,4433,473,961 ― ―

１株当たり純資産額 (円) 225.96 228.15 209.08 ― ―

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失(△)
(円) 6.60 2.46 △17.18 ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 49.9 54.2 49.7 ― ―

自己資本利益率 (％) 3.0 1.1 △7.9 ― ―

株価収益率 (倍) 41.7 93.1 ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △160,645552,076△12,896 ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 183,558160,347△6,892 ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 21,934△28,887 △1,313 ― ―

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 624,2881,306,5481,284,639 ― ―

従業員数 (名) 109 90 95 ― ―

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第42期以降は連結財務諸表を作成していないため、記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第39期及び第40期は潜在株式がないため、第41期は１株当

たり当期純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。

４　株価収益率については、第41期は当期純損失のため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 8,903,7686,410,6624,808,9575,736,3305,505,197

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 80,178 △14,554△114,123 82,947 109,916

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 37,484 4,104 △142,778 20,037 75,428

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ─

資本金 (千円) 1,394,7111,394,7111,394,7111,394,7111,596,711

発行済株式総数 (株) 8,265,6778,265,6778,265,6778,265,67712,305,677

純資産額 (千円) 1,856,1581,857,8751,700,1351,723,7552,159,921

総資産額 (千円) 3,570,5443,289,0643,289,5673,240,0853,689,852

１株当たり純資産額 (円) 224.65 224.91 205.83 208.72 175.64

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

─
(─)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失(△)
(円) 4.54 0.50 △17.28 2.43 8.74

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 52.0 56.5 51.7 53.2 58.5

自己資本利益率 (％) 2.1 0.2 △8.0 1.2 3.9

株価収益率 (倍) 60.6 458.0 ― 58.4 11.6

配当性向 (％) ― ― ― ― ─

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △233,071 36,323

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 103,159△51,549

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △100,231 346,887

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― ― ― 1,045,0811,375,528

従業員数 (名) 69 54 55 60 51

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第39期、第40期、第42期並びに第43期は潜在株式がないた

め、第41期は１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。

３　株価収益率については、第41期は当期純損失のため記載しておりません。

４　第39期から第41期までの「持分法を適用した場合の投資利益」、「営業活動によるキャッシュ・フロー」、

「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」並びに「現金及び現金

同等物の期末残高」については、連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。

５　第42期及び第43期の「持分法を適用した場合の投資利益」については、関連会社がないため記載しておりませ

ん。　
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２ 【沿革】

　
年月 概要

昭和40年10月 東京都杉並区阿佐ヶ谷南一丁目35番９号において、電子楽器及び電子部品の販売を目的として設

立

昭和43年10月 本店所在地を東京都練馬区貫井四丁目47番42号に移転

昭和47年４月 興亜電工株式会社(現、コーア株式会社)と各種抵抗器の代理店契約を締結

昭和49年10月 日立マクセル株式会社と乾電池、ビデオテープ、カセットテープ等の売買基本契約を締結

昭和52年６月 東京都電機卸商業協同組合に加入

昭和54年３月 日立コンデンサ株式会社(現、日立エーアイシー株式会社)のタンタルコンデンサ等の取引契約を

締結

昭和55年５月 三洋電機株式会社電子部品事業部と各種電子部品の売買基本契約を締結

昭和55年９月 社団法人日本電子機械工業会に入会

昭和56年４月 沖電気工業株式会社と半導体、IC及び同社電子部品の販売特約代理店契約を締結

昭和56年５月 沖電線株式会社と各種電線及びコネクタの販売特約代理店契約を締結

昭和57年９月 住友スリーエム株式会社とコネクタ、テキスツールソケット、フロッピーディスク、ビデオテープ

等の販売特約代理店契約を締結

昭和60年３月 千代田電音株式会社及び東京電音工業株式会社を吸収合併

昭和60年３月 本店所在地を東京都千代田区外神田一丁目11番２号に移転

昭和60年４月 スタンレー電気株式会社とスイッチングレギュレーターの販売特約代理店契約を締結

昭和61年２月 湯浅電池株式会社(現、株式会社ユアサコーポレーション)の指導により、ニカド電池の集合組立加

工、販売を開始

平成元年11月 日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録

平成２年２月 本社新社屋を東京都千代田区外神田三丁目８番12号に竣工　本店所在地を東京都千代田区外神田

三丁目８番12号に移転

平成２年６月 エレクトロニクスの専門商社「昱忠企業股?有限公司」を台湾台北市に林グループと合弁会社に

て設立

平成５年４月 スタンレー電気株式会社と半導体製品、その他電子機器製品の特約店契約を締結

平成６年９月 株式会社コスモシステム(長野県松本市所在)の株式を取得

平成８年７月 イメーション株式会社とデータストレージシステム製品及び関連製品の販売特約代理店契約を締

結

平成８年10月 株式会社沖センサデバイスとリードスイッチ、リードリレー、衝撃センサ等の販売特約代理店契約

を締結

平成11年３月 コーア株式会社と各種抵抗器の代理店契約を解約

平成12年３月

平成12年３月

平成13年９月

平成13年10月

平成13年10月

平成15年10月

平成16年７月

平成16年10月

ニチメン(のちにアイ・ティー・)電子部品株式会社と双方の取り扱い商品の相互販売の業務提携

を締結

株式会社沖センサデバイスと販売特約代理店契約を解約

沖電気工業株式会社と販売特約代理店契約を解約

アイ・ティー・電子部品株式会社と合併

株式会社沖デバイスと沖デバイス商品の取扱店契約を締結

東京都内３事業所（電子事業本部、ＩＴ事業本部及び管理本部）を統合し、事業所名称を本社とし

て東京都千代田区神田駿河台二丁目９番地に移転

索利電子(香港)有限公司を香港に設立

商号を東京電音株式会社から株式会社ソリストに変更

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成18年２月

平成18年６月

平成18年６月

平成19年２月

ワコー電子株式会社とプリント配線基板の販売の業務提携契約を締結

自社ブランド「エレクシア」にて、ＤＶＤ－Ｒメディアを発売

株式会社コスモシステムの株式を売却

索利電子(香港)有限公司を清算
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３ 【事業の内容】

当社は半導体・電子部品事業、マルチメディア事業、グローバル事業、ソリューション事業の４部門及び
その他に関係する事業を主としており、その商品は多岐にわたっております。
　各事業における主な製品、当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。
(半導体・電子部品事業)
当部門においては、半導体、抵抗器、コンデンサ、ケーブル、コネクタ、電池及びその他一般電子部品の
仕入・販売を行っております。
(マルチメディア事業)
当部門においては、音声・映像・データ記録媒体、パソコン周辺機器、デジタル情報家電機器などの
仕入・販売を行っております。
(グローバル事業)
当部門においては、計測機器及び放送用機器の仕入・販売を行っております。

(ソリューション事業)
当部門においては、プリント基板のカスタム品などの仕入・販売を行っております。

　
事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は被所有割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

（親会社）

ＩＴＸ㈱
(注)２

東京都千代田区 25,443,500

ライフサイエンス事業
ネットワーク&テクノロジー事業
モバイル事業
ビジネスイノベーション事業

― 66.7役員の受入３名

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称等を記載しております。
２　有価証券報告書を提出しております。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

51 39.7 5.8 5,111,641

(注) １　従業員数は就業人員であります。
２　平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。
３　前事業年度末に比べて従業員数が９名減少しておりますが、この減少の大部分は希望退職によるものでありま
す。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりません。なお、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、好調な企業業績とこれに伴う安定的な雇用を背景として、全体として堅調に

スタートしましたが、下半期に入り、米国のサブプライム問題に端を発する世界的な金融不安、株安やドル安、ま

た、原油をはじめとする原材料の高騰などにより、不安定な状況が続きました。

当社の属するエレクトロニクス業界におきましても、原材料価格の高騰や販売価格の伸び悩みなどの不安定要

因に加え、下半期、特に第４四半期からは電子部品・半導体、また、コンピュータ周辺機器の販売も先行き不透明な

状態が続きました。 

このような状況のもとで、当社はプリント基板などの堅調分野へ積極的な営業活動を展開するとともに、提案型

営業に注力し、また、海外でも顧客ニーズに対応したサービス体制の整備を進めてまいりました。

当事業年度において、半導体・電子部品事業は販売競合の激化等、マルチメディア事業はＤＶＤメディアの価格

下落等により減収となりました。また、プリント基板販売を中心とするソリューション事業は、前事業年度とほぼ

同じく推移しました。引き続き好調なロシア・ベトナム経済を背景とするグローバル事業は大きく伸長しました

が、国内販売の減収分を補うに至りませんでした。

この結果、当社の売上高は55億５百万円と、前事業年度と比べ２億31百万円減少しました。利益面につきまして

は、利益率の維持・向上に努めるとともに、継続的な経費の見直しにより、経常利益１億10百万円（前事業年度比

26百万円増）となりました。特別損益は、特別損失として固定資産除却損６百万円、たな卸資産評価損15百万円、役

員退職慰労引当金繰入額９百万円等を計上し、当期純利益は75百万円（前事業年度比55百万円増）となりました。

当事業年度の営業の状況を事業部門別に見ますと、次のとおりであります。

　

①半導体・電子部品事業

半導体・電子部品事業は、他社との販売競合の激化や、販売価格の低迷、また、業界そのものの減速などによ

り、売上高は前事業年度に比べ５億12百万円減の23億25百万円となりました。

②マルチメディア事業

マルチメディア事業は、自社ブランドＤＶＤメディアは比較的堅調であったものの、他社ブランド品は販売競

合による価格低下が予想を上回って進み、売上高は前事業年度に比べ２億31百万円減の８億89百万円となりま

した。

③グローバル事業

グローバル事業は、ロシア向け輸出が引き続き堅調であったこと、また、ベトナム向けも底堅い推移を見せ、売

上高は前事業年度に比べ５億12百万円増の12億21百万円となりました。

④ソリューション事業

ソリューション事業は、販売競合は厳しいものの、新規受注の獲得を積極的に進め、売上高は、前事業年度とほ

ぼ同じ10億70百万円となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は営業活動、財務活動による資金が増加した

結果、当事業年度末残高は13億76百万円となり、期首残高比３億30百万円増加いたしました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
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営業活動によるキャッシュ・フローは、36百万円の収入（前事業年度２億33百万円の支出）となりました。主と

して税引前当期純利益及び売上債権の減少によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、52百万円の支出（前事業年度１億３百万円の収入）となりました。主と

して投資有価証券の取得による支出によるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、３億47百万円の収入（前事業年度１億円の支出）となりました。主とし

て第三者割当増資による資金調達及び短期借入金の返済によるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

当事業年度における受注実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

半導体・電子部品事業 2,300,117 △14.3 176,554 △12.5

マルチメディア事業 861,575 △13.2 44,553 △37.9

グローバル事業 1,036,108 7.2 171,520 △51.9

ソリューション事業 1,098,013 △3.0 89,652 46.1

合計 5,295,813 △8.3 482,279 △30.3

(注) １　金額は販売価格で表示しております。
２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 商品仕入実績

当事業年度における商品仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 仕入高(千円) 前年同期比(％)

半導体・電子部品事業 1,917,406 △21.1

マルチメディア事業 765,079 △27.7

グローバル事業 980,552 124.3

ソリューション事業 864,889 5.6

合計 4,527,926 △4.6

(注) １　金額は販売価格で表示しております。
２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当事業年度における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

半導体・電子部品事業 2,325,355 △18.0

マルチメディア事業 888,767 △20.6

グローバル事業 1,221,368 72.3

ソリューション事業 1,069,707 △0.1

合計 5,505,197 △4.0

(注) １　金額は販売価格で表示しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績については、主要な販売先がないため、記載を省略しております。

４　最近２事業年度の主要な輸出先及び輸出販売高及び割合は、次のとおりであります。

なお、（　　）は総販売実績に対する輸出販売高の割合であります。

輸出先

前事業年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

アジア地域 321,987 35.3 328,223 23.3

欧州地域 498,232 54.6 975,682 69.2

その他の地域 92,518 10.1 105,910 7.5

合計
912,737
(15.9％)

100.0
1,409,815
(25.6％)

100.0
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３ 【対処すべき課題】

当社の属するエレクトロニクス業界では技術革新や需要の変動が大きく、技術・需要動向の一歩先を読んだ迅速な

諸施策の実行が重要です。そのためには、マネジメントの意思決定のスピードが重要な要素となります。また、当社の

今後の発展のためには、商流に介在する単なる商社機能という枠にとらわれず、新たな事業領域への挑戦が不可欠で

す。

このような認識のもと、具体的な重要課題として、以下に取り組んでおります。

　

(1) メーカー機能の獲得と事業領域の拡大

商社機能という枠を超え、メーカー機能や、これに付帯するあらゆるサービス業務にまで事業領域を拡大するた

め、既に活動している会社と事業提携、あるいはＭ＆Ａにより、これらの機能を獲得する方針です。業界の厳しい競

合を鑑みれば、自社で新たにこれら機能を構築するよりも、時間的に有利であるとの判断によります。この方針のも

と、親会社であるＩＴＸ株式会社を割当先として第三者割当増資を実施し、平成20年２月27日、４億円の資金調達を

実施しております。

　

(2) 販売ネットワークの拡大と新規商材の獲得

新たな販売ネットワークを開拓するとともに、各営業分野における、新規取扱商材の獲得を積極的に進めます。こ

の点においても上記と同様、それら販売網や商材を持つ他社との事業提携、あるいはＭ＆Ａを積極的に推進いたし

ます。

　

(3) 海外ネットワークの拡大

伝統的にロシア、ベトナム向け輸出に強みを発揮する当社ですが、今後はさらに中国での取組みを強化いたしま

す。特にサービス事業での事業領域拡大を推進し、同国での事業提携やＭ＆Ａも視野に入れていく所存です。
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４ 【事業等のリスク】

当社の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事業等のリスクは以下のようなもの

があります。

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末(平成20年３月31日)現在において当社が判断した

ものです。

　

(1) 主力商品の市況変動について

当社の主力である電子機器関連の一部商品について、変化の激しいＩＴ業界にあって日々価格の下落等

による需要の変動があります。当社においては、そのような要因に対処すべく市場の動向の把握に努めて

おりますが、業界の動向の変化が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 適正在庫確保等について

当社の属するエレクトロニクス業界における急速な技術革新により、製品のライフサイクルが急激に短

くなることがあります。当社は市場動向の把握、技術情報の確保等により適正在庫水準の維持に努めてお

りますが、市況の変動等が業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 為替変動の影響及びカントリーリスク

当社は引き続きマーケットの拡大が期待されるアジア地域及びロシアにおける事業に注力しており、為

替リスクに対して外貨建て輸出入取引のバランス調整、為替予約等によるヘッジを行っておりますが、為

替変動が業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、アジア地域及びロシアの政治経済情勢につきまして、現在比較的安定していると考えられ、経済に

ついても積極的な展開が図られると思われることから懸念材料は少ないものと考えられますが、政治経済

情勢の変化によっては当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(4) 債権管理について

当社は債権（売掛金）管理に注力し、販売先の業容・資力に応じた与信額の設定を行うとともに、必要

に応じ保証会社に債権の保証をつけるほか、信用状態の継続的な把握等不良債権の防止に努めております

が、販売先の経営悪化、倒産等により債権の回収が不能となる可能性があります。

　

(5) 人材の確保について

当社が今後事業を展開、発展させていくためには、これに対応して優秀な人材を確保する必要がありま

す。当社では即戦力となる高度なスキル・経歴を持った人材の確保に努めるとともに、社員教育を定期的

に行い、人材の育成にも注力しております。今後当社が事業を拡大していくに当たり、これら事業の推進に

必要な人材を適切に確保・育成できない場合等には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

重要な販売の提携は次のとおりであります。

　

会社名 提携先名 契約年月日 取扱商品名 契約の種類

日立マクセル㈱
昭和49年10月
１日

乾電池、ビデオテープ、オーディオ
テープ、フロッピーディスク

売買基本契約

㈱ソリスト
(当社)

日立エーアイシー㈱
昭和54年３月
21日

コンデンサ 取引契約

三洋電機㈱
昭和55年５月
21日

コンデンサ、フローファン 売買基本契約

沖電線㈱
昭和56年５月
１日

フラットケーブル、コネクタ等全品種 特約店契約

住友スリーエム㈱
昭和57年９月
10日

フラットケーブル、コネクタ、
テキスツール、静電気対策製品、
電設材

特約店契約

スタンレー電気㈱
昭和60年４月
１日

スイッチングレギュレーター
“POWER BOY”

特約店契約

㈱ユアサコーポレー
ション

昭和63年11月
１日

ニカド電池の集合組立加工及び販売 品質保証協定

スタンレー電気㈱
平成５年４月
１日

半導体製品、その他電子機器製品 特約店契約

イメーション㈱
平成８年７月
１日

データストレージシステム製品 特約店契約

中央電子工業㈱
平成12年５月
１日

CD-R/RWドライブ及び関連機器・部品取引基本契約

Bel Fuse Ltd.
平成13年２月
15日

モジュラージャック及びプラグ 販売代理店

沖デバイス㈱
平成13年10月
１日

沖デバイス製品 取扱店契約

㈱ルネサスデバイス
販売

平成14年８月
２日

半導体、マイコン開発環境システム 取引基本契約

ワコー電子㈱
平成18年２月
14日

事業提携に関する基本合意書 特約店契約

　

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態の分析

当社は、適切な流動性の維持、事業活動のために資金の確保及び健全なバランスシートの維持を財務方

針としております。

（流動資産）

当事業年度末における流動資産の残高は、29億75百万円(前事業年度末26億21百万円）となり３億54百

万円増加いたしました。これは主としてＩＴＸ株式会社を割当先とする第三者割当増資による資金調達

４億円によるものであります。

（固定資産）

当事業年度末における固定資産の残高は、７億15百万円（前事業年度末６億19百万円）となり96百万

円増加いたしました。これは主として貸倒引当金の減少（前事業年度比88百万円減）によるものであり

ます。
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（流動負債）

当事業年度末における流動負債の残高は、14億82百万円（前事業年度末14億77百万円）となり５百万

円増加いたしました。これは主として買掛金の増加(前事業年度比45百万円増）、前受金の増加（前事業

年度比9百万円増）及び短期借入金の返済（前事業年度比50百万円減）によるものであります。

（固定負債）

当事業度末における固定負債の残高は、48百万円（前事業年度末39百万円）となり９百万円増加いた

しました。これは主として今期より役員退職慰労引当金を計上したことによるものであります。

（純資産）

当事業年度末における純資産の残高は、21億60百万円（前事業年度末17億24百万円）となり４億36百

万円増加いたしました。これは主として、第三者割当増資による資金調達４億円及び当期純利益75百万円

の計上に伴う利益剰余金の増加によるものであります。

　

(2) キャッシュ・フローの分析

当事業年度末における現金及び現金同等物は、13億76百万円となっております。

営業活動によるキャッシュ・フローは、当事業年度は36百万円の収入となりました。当事業年度の収入

は、主として税引前当期純利益81百万円、売上債権の減少１億60百万円によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、当事業年度は52百万円の支出となりました。当事業年度の支出

は、主として投資有価証券の取得による支出44百万円によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、当事業年度は３億47百万円の収入となりました。当事業年度の

収入は、主として新株の発行による収入３億97百万円及び短期借入金の返済50百万円によるものであり

ます。

　

(3) 経営成績の分析

当事業年度は、プリント基板などの堅調分野へ積極的な営業活動を展開するとともに、提案型営業に注

力し、また、海外でも顧客ニーズに対応したサービス体制の整備を進めてまいりました。その結果、当事業

年度の売上高は55億５百万円と前事業年度に比べ２億31百万円減少しました。

販売費及び一般管理費は、販売手数料が29百万円増加したことにより前事業年度に比べ18百万円の増

加となったものの、継続的な経費の見直しにより、営業利益は前事業年度に比べ25百万円増加し１億18百

万円となりました。

経常利益は、支払利息19百万円等を計上したことにより１億10百万円となりました。固定資産除却損６

百万円、たな卸資産評価損15百万円及び役員退職慰労引当金繰入額９百万円の特別損失があった結果、税

引前当期純利益81百万円、当期純利益75百万円となりました。

なお、事業別の売上高及び営業利益の概況については、第２「事業の状況」１「業績等の概要」に記載

しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

該当事項はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

　

事業所名
(所在地)

事業部門
の名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)

従業
員数
(名)建物及び

構築物
土地
(面積㎡)

ソフト
ウェア及
びソフト
ウェア仮
勘定

その他 合計

本店
(東京都
千代田区)

半導体・電子部品事業
本店土
地
建物他

59,551
75,284
(81)

─ 1,183136,0183

本社
(東京都
千代田区)

半導体・電子部品事業
マルチメディア事業
グローバル事業
ソリューション事業

本社 6,577
─
(─)

43,96814,81865,36337

大阪支店
(大阪府
大阪市
中央区)

半導体・電子部品事業 営業所 1,031
─
(─)

─ 291 1,3223

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。
２　現在休止中の主要な設備はありません。
３　上記の他、主要な賃借設備として以下のものがあります。

　
事業所名
(所在地)

事業部門の名称 設備の内容 契約期間
年間賃借料
(千円)

本社
(東京都千代田区)

半導体・電子部品事業
マルチメディア事業
グローバル事業
ソリューション事業

本社事務所
営業用建物他

　２年 57,318

大阪支店
(大阪府大阪市北区)

半導体・電子部品事業 営業用建物他 　３年 6,966

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべき事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 33,000,000

計 33,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,305,67712,305,677
ジャスダック
証券取引所

―

計 12,305,67712,305,677― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年６月29日(注)1 ― 8,265,677 ― 1,394,711△498,5021,056,675

平成16年８月１日(注)2 ― 8,265,677 ― 1,394,711△701,498 355,177

平成20年２月27日(注)34,040,00012,305,677202,0001,596,711197,960553,137

(注) １　平成16年６月29日開催の株主総会において、損失処理に係る欠損填補により資本準備金を498,502千円減少し

ております。

２　旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を701,498千円減少し、その他資本剰余金に振替えておりま

す。

３　第三者割当　１株当たり発行価格99円　資本組入額 １株につき50円
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 3 10 15 ─ ─ 522 550 ―

所有株式数
(単元)

─ 102 51 8,672 ─ ─ 3,46112,28619,677

所有株式数
の割合(％)

─ 0.8 0.4 70.6 ─ ─ 28.2 100 ―

(注) １　自己株式8,540株は、「個人その他」に8単元、「単元未満株式の状況」に540株含まれております。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が19単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＩＴＸ株式会社 東京都千代田区霞が関３－２－５ 8,205 66.7

久保村　昭　衞 東京都練馬区 1,296 10.5

唐　沢　喜美子 東京都中野区 436 3.5

沖電気工業株式会社 東京都港区虎ノ門１－７－12 143 1.2

日立マクセル株式会社 大阪府茨木市丑寅１－１－88 88 0.7

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 78 0.6

沖電線株式会社 神奈川県川崎市中原区下小田中２－12－８ 66 0.5

株式会社全日警 東京都中央区日本橋浜町１－１－12 50 0.4

竹　内　十三郎 千葉県船橋市 47 0.4

守　　麗　子 千葉県木更津市 46 0.4

計 ― 10,457 85.0

(注)　所有株式数は、千株未満を切捨てて記載しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　　　8,000

―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式  12,278,000 12,259同上

単元未満株式 普通株式　  　19,677 ― 同上

発行済株式総数 12,305,677― ―

総株主の議決権 ― 12,259 ―

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が19,000株(議決権19個)含ま

れております。なお、当該証券保管振替機構名義株式は名義書換失念株式であり、当事業年度末においては議

決権を有していないことから、当該株式に係る議決権19個は「議決権の数」の欄には含まれておりません。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式540株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ソリスト

東京都千代田区
外神田３-８-12

8,000 ─ 8,000 0.1

計 ― 8,000 ─ 8,000 0.1

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区　分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 1,448 161　　　　　　　　

当期間における取得自己株式 100 　　　　12

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ

る株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他(―) － － － －

保有自己株式数 8,540 ― 8,640 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、企業業績の早期回復を達成し、安定した配当を継続することが株主各位に対する最重要政策であ

ると位置付けております。配当政策につきましては、企業体質の強化と将来の事業展開のための内部留保の

充実を図るとともに、業績に応じた配当を実施することを基本方針としております。

　当社は、年１回期末配当として剰余金の配当を行うことを基本方針としており、この期末配当の決定機関

は、株主総会であります。また、当社は「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当を

することができる」旨を定款に定めております。

　しかしながら、当事業年度の期末配当金につきましては、当期純利益を計上したものの、繰越利益剰余金が

回復しておりませんので、誠に遺憾ながら引き続き無配とさせていただいております。

　内部留保金につきましては、経営基盤の強化と新規事業展開のための資金需要に備えることといたしま

す。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 400 （360）　306 373 267 265

最低(円) 120 （200）　175 190 132 88

(注)　株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるもので第40期は（　）表示をしており、平成16年12月13

日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 133 125 121 114 136 111

最低(円) 117 93 94 88 100 100

(注)　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長 代表取締役 西　川　貴　生 昭和37年１月20日生

昭和62年４月 三菱電機㈱入社

(注)4 5

平成２年１月 ソニー㈱入社

平成15年２月 日本ユニシス㈱入社

平成17年５月 ＩＴＸ㈱入社

平成17年６月 当社取締役ＣＯＯ

平成17年10月 当社代表取締役社長(現任)

取締役

グローバル

・ビジネス

本部長

坂　本　　　茂 昭和35年３月21日生

昭和58年４月 ニチメン㈱(現、双日㈱)入社

(注)4 1

平成４年３月 ニチメン・モスコー駐在員事務所

赴任

平成12年５月 ニチメン電子部品㈱入社マルチメ

ディア本部部長

平成13年10月 当社入社ＩＴ事業カンパニー第２

部部長

平成16年４月 当社グローバル・ビジネス本部長

平成17年６月 当社取締役グローバル・ビジネス

本部長(現任)

取締役 業務部長 砂　子　和　久 昭和33年10月24日生

昭和56年４月 ニチメン㈱(現、双日㈱)入社

(注)4 1

昭和60年11月 米国ニチメン・シカゴ支店駐在

平成11年４月 ニチメン㈱(現、双日㈱)電子情報

部情報機器課課長

平成12年５月 ニチメン電子部品㈱入社、電子情

報本部長

平成15年４月 当社執行役員ＩＴ事業本部長

平成16年８月 当社執行役員業務部部長

平成18年６月 当社取締役業務部長(現任)

取締役 ─ 日  比  博  邦 昭和35年12月25日

昭和58年４月 日商岩井㈱(現、双日㈱)入社

(注)4 ―

平成３年10月 同社米国会社シカゴ支店機械課課

長

平成12年10月 ＩＴＸ㈱入社、経営企画部事業戦

略・ＩＲ課長

平成15年12月 同社企画部長

平成17年６月 オリンパスＮＤＴ(米国ボストン)

取締役兼ＩＴＸ㈱執行役員

平成18年６月 ＩＴＸ㈱執行役員退任

平成20年６月 当社取締役(現任)

取締役 ─ 松　岡　　修 昭和41年２月７日生

平成２年４月 日商岩井㈱(現、双日㈱)入社

(注)4 ―

平成12年10月 ＩＴＸ㈱入社、日商岩井ブラジル

会社出向

平成15年12月 同社投資育成事業第１グループ　

グループリーダー

平成18年７月 同社事業育成第１グループグルー

プリーダー

平成19年７月 同社事業育成グループグループ

リーダー

平成20年6月 当社取締役(現任)

　

EDINET提出書類

株式会社ソリスト(E02710)

有価証券報告書

21/63



　
役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

常勤監査役 ― 大  津  迪  夫 昭和17年９月７日生

昭和36年３月 日商㈱(現、双日㈱)入社

(注)5 ―

昭和56年９月 比国 CANLUBANG AUTOMOTIVE

RESOUSES CORP.(現、MITSUBISHI

MOTORS PHILIPPINES CORP.)

出向、取締役

昭和62年６月 日商岩井㈱(現、双日㈱)東京本社

資金部資金課長

平成元年３月 比国Asian Transmission Corp.出

向、取締役

平成９年６月 日商岩井㈱(現、双日㈱)監査室長

平成12年４月 日商岩井アルコニックス㈱(現、ア

ルコニックス㈱)入社、取締役管理

本部長

平成13年３月 同社専務取締役管理本部長

平成18年11月 ㈱だん家常勤監査役

平成19年11月 同社常勤監査役辞任

平成20年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 ― 前　田　　昇 昭和19年２月15日生

昭和41年４月 日本アイビーエム㈱入社

(注)6 ―

昭和48年４月 米国IBM世界本社赴任、製品計画担当

昭和52年５月 ソニー㈱本社総合企画部係長

平成２年４月 同社本社マーケティング戦略本部長

平成６年４月 青山学院大学大学院　国際政治経済研

究科非常勤講師

平成８年４月 科学技術庁・科学技術政策研究所　客

員総括研究官兼務

平成10年４月 高知工科大学大学院工学研究科基盤

工学専攻起業家コース教授

平成14年４月 大阪市立大学大学院創造都市研究科

教授

平成19年４月 青山学院大学大学院　国際マネジメン

ト研究科教授(現任)

平成19年６月 当社監査役(現任)

監査役 ─ 山  名  徳  雄 昭和42年11月13日生

平成３年４月 ㈱三和銀行(現、三菱東京ＵＦＪ銀

行㈱)入社

(注)5 ―

平成13年10月 ㈱ＵＦＪ銀行(現、三菱東京ＵＦＪ

銀行㈱)恵比寿法人営業部部長代

理

平成17年４月 ＩＴＸ㈱入社、企画部財務チーム

平成20年６月 当社監査役(現任)

計 7

(注) １　所有株式数は千株未満を切捨てて記載しております。

２　常勤監査役大津迪夫、監査役山名徳雄及び監査役前田昇は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。

３　ニチメン電子部品㈱は平成12年10月１日付けでアイ・ティー・電子部品㈱に商号変更し、また、同社は平成13

年10月１日付けで当社と合併いたしました。

４　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

５　監査役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

６　監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1)　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、経営の効率性、透明性を向上させ、企業価値の最大化をコーポレート・ガバナンスの基本的な

方針、目的としてより一層株主価値を重視したコーポレート・ガバナンスの構築に取組んでおります。

(2) 会社の機関の内容

①　会社の機関の基本説明

イ　取締役会を経営方針・戦略の最高意思決定機関と位置づけており、法令及び定款に定められた重要

事項のほか経営並びに業務執行に関する決定、報告等の意思決定を迅速に行うため、定例取締役会を

毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。

当社は監査役制度を採用しており、監査役会は監査役３名（うち、社外監査役３名）で構成されて

おります。

ロ　このほか、常勤役員と幹部社員を構成員とする定例経営会議を月２回開催し、各事業部の状況報告、

経営課題や重要案件についての検討・情報の共有化を行い、業務執行の迅速化と経営の監督機能の

強化を図っております。

②　内部統制システムの整備の状況

当社の内部統制システムといたしましては、法令、定款及び社内各種規程等に基づき、取締役会が

業務執行の監督を行っております。役職員が法令、定款及び社内規程等を遵守した行動をとるため規

程類を整備し、リスク管理委員会のもとにコンプライアンス部会を設置し、業務部内に担当役員を置

くことによって全社のコンプライアンス取組みを横断的に統括しています。営業各本部と業務部、経

理部とは相互牽制組織として機能し、社長直属の監査室が各本部の独立した内部監査を担っており

ます。また、監査役は取締役会その他の重要な会議に出席し、必要に応じて適宜意見の表明を行い、取

締役から職務執行状況を聴取し、業務が適正か状況の監視及び検証を行っております。

（会社の機関、内部統制の関係）

　

　

③　内部監査及び監査役監査

内部監査室は２名で、法令順守や業務の効率化など監査の方針及び監査計画に基づき、業務監査

（内部統制システムを含む）及び社長からの特命事項の監査など取締役の職務執行の監査を行って

おります。

　監査役会は監査役３名（うち常勤監査役１名）が、監査の方針、職務の分担等に従い、各監査役は取

締役会その他重要な会議に出席し必要に応じて意見を述べるとともに、取締役及び使用人等から職

務の執行状況について報告・説明を受け、重要な決裁書類を閲覧するなど、取締役の職務執行の状況
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につき監査を行っています。

　また、法令及び定款に適合する体制及びその他会社の業務の適正を確保する体制、内部統制システ

ムの整備状況につき、監視・検証いたしました。

　内部監査室等とは監査計画及び実施状況等を通じ、有用な情報交換など連携を行いました。会計監

査人とは監査計画及び実施状況のほか、定期的に監査の概況報告を受けるとともに、意見交換を行い

ました。また、監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制として、代表取締役と定

期的に意見交換会を実施しました。

④　リスク管理体制の整備の状況

コンプライアンス、災害、品質、情報セキュリティ、営業取引及び輸出管理等に係るリスク管理につ

いては、リスク管理を体系的に社内規程に定めるとともに、統括担当部署及び責任者を定めておりま

す。

　統括担当部署においてガイドライン、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行い、有事の際の迅

速かつ適切な情報伝達と緊急体制を整備しております。

　新たに発生するリスクのうち重要なリスクについては、企業戦略と整合性がとれたリスク管理と

なっているかを経営会議において検討し、必要に応じて取締役会に報告又は承認を受けております。

⑤　会計監査の状況

　　外部監査は、あずさ監査法人と監査契約を結び、会社法及び金融商品取引法の規定に基づき財務諸表

について監査を受けております。当社と同監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規

定により記載すべき利害関係はありません。

業務を執行した公認会計士の氏名

柏嵜周弘、寺田昭仁

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　　２名

その他　　　　　８名

⑥　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又はと取引関係その他の利害関係の

概要

　当社の社外取締役１名は、親会社であるＩＴＸ㈱の従業員を兼務しております。

社外監査役３名のうち１名はＩＴＸ㈱の取締役を兼務しております。なお、当社と同社の間に重要

な取引はありません。

⑦　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

イ　平成20年３月期は、17回の取締役会を開催しております。

ロ　平成20年３月期は、17回の経営会議を開催しております。

ハ　環境については、顧客の要望に応じられる体制確保のため、全社においてISO14001認証を取得して

おりますが、平成20年３月期は、その有効性確認のための更新審査を受けております。

二　重要な法的判断及びコンプライアンスに関する事項については、業務部（法務担当）が中心とな

り、顧問弁護士とも相談し、必要な検討を実施いたしました。

(3)　役員報酬の内容

①　取締役の報酬等

取締役　３名　44,835千円（社内取締役　44,835千円）

②　監査役の報酬等

監査役　２名　 7,648千円（社外監査役　 7,648千円）
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(注)１．上記の報酬等は事業年度末現在の在任役員に対する報酬等であります。

　２．取締役の報酬限度額は、平成６年６月28日開催の第29期定時株主総会において年額

　　　100,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

　３．監査役の報酬限度額は、昭和61年６月28日開催の第21期定時株主総会において年額

　　　10,000千円以内と決議いただいております。

  ４．報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額として計上した額が含まれ

      ております。

(4)　監査報酬の内容

当社の会計監査人であるあずさ監査法人に支払うべき監査報酬の内容は次のとおりです。

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬                    15,000千円

上記の業務以外に基づく報酬（Ｊ－ＳＯＸに関するアドバイザリー業務契約） 3,500千円

(5)　その他

①　責任限定契約の内容

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役との間に、会社法第423

条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がなかったときは、金300万

円又は法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度として、損害賠償責任を負担するもの

とする旨の契約を締結しております。

②　取締役の員数

当社の取締役は８名以内とする旨、定款に定めております。

③　取締役及び監査役の選任の決議要件

当社は、取締役及び監査役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

④　取締役会決議による自己株式の取得

当社は、取締役会の決議をもって自己株式の取得できる旨、定款に定めております。これは、事業年

度中に機動的に資本政策を実施することを目的とするものであります。

⑤　取締役会決議による中間配当

当社は、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨、定

款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能とするためであります。

⑥　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって

行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、

株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

EDINET提出書類

株式会社ソリスト(E02710)

有価証券報告書

25/63



第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

また、金額の表示は千円未満を四捨五入して記載しております。

　

２　監査証明について

当社は、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基

づき、また、当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融商品取引法第193条の２第１

項の規定に基づき、それぞれの財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

当社には連結子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 1,045,081 1,375,528

　２　受取手形 ※３ 358,673 262,926

　３　売掛金 674,920 611,131

　４　商品 308,008 385,597

　５　前渡金 43,057 226,664

　６　前払費用 23,031 18,047

　７　短期貸付金 100,000 ─

　８　未収入金 ─ 70,042

　９　未収消費税等 59,810 35,189

　10　その他 17,086 1,337

　　　流動資産計 2,629,666 2,986,461

　　　貸倒引当金 △8,500 △11,110

　　　流動資産合計 2,621,16680.9 2,975,35180.6

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産

　　１　建物 182,175 182,175

　　　　減価償却累計額 104,70477,471 109,50772,668

　　２　構築物 4,664 4,664

　　　　減価償却累計額 4,323 341 4,373 291

　　３　車両運搬具 3,000 3,000

　　　　減価償却累計額 1,005 1,995 1,663 1,337

　　４　工具器具備品 72,497 79,821

　　　　減価償却累計額 53,990 18,507 63,043 16,778

　　５　土地 ※２ 75,284 75,284

　　　　有形固定資産合計 173,5985.3 166,3584.5

　(2) 無形固定資産

　　１　特許権 4,305 ─

　　２　借地権 5,000 5,000

　　３　商標権 589 503

　　４　ソフトウェア 14,213 41,105

　　５　ソフトウェア仮勘定 40,810 2,863

　　６　その他 5,543 5,502

　　　　無形固定資産合計 70,4602.2 54,9731.5
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

　(3) 投資その他の資産

　　１　投資有価証券 ※１ 205,298 216,121

　　２　出資金 5 5

　　３　長期貸付金 61,000 100,000

　　４　従業員長期貸付金 1,720 1,080

　　５　更生債権等 243,854 216,995

　　６　長期前払費用 803 720

　　７　敷金保証金 70,692 72,051

　　８　保険積立金 96,343 103,193

　　　　投資その他の資産計 679,715 710,165

　　　　貸倒引当金 △304,854 △216,995

　　　　投資その他の資産合計 374,86111.6 493,17013.4

　　　固定資産合計 618,91919.1 714,50119.4

　　　資産合計 3,240,085100 3,689,852100

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 364,487 409,051

　２　短期借入金 880,000 830,000

　３　未払金 64,230 58,615

　４　未払費用 1,391 ─

　５　未払法人税等 8,038 7,081

　６　繰延税金負債 731 ─

　７　前受金 154,906 163,558

　８　預り金 2,231 2,326

　９　その他 1,469 11,601

　　　流動負債合計 1,477,48345.6 1,482,23240.2

Ⅱ　固定負債

　１　退職給付引当金 30,534 25,446

　２　役員退職慰労引当金 ─ 13,940

　３　預り保証金 8,313 8,313

　　　固定負債合計 38,8471.2 47,6991.3

　　　負債合計 1,516,33046.8 1,529,93141.5

　

EDINET提出書類

株式会社ソリスト(E02710)

有価証券報告書

28/63



　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,394,71143.0 1,596,71143.3

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 355,177 553,137

　　(2) その他資本剰余金 701,498 701,498

　　　　資本剰余金合計 1,056,67532.6 1,254,63534.0

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 △118,636 △43,208

　　　　利益剰余金合計 △118,636△3.7 △43,208△1.2

　４　自己株式 △1,984△0.0 △2,145△0.1

　　　株主資本合計 2,330,76671.9 2,805,99376.0

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

△23,179△0.7 △54,399△1.5

　２　繰延ヘッジ損益 1,0650.0 △6,776△0.2

　３　土地再評価差額金 ※２ △584,897△18.0 △584,897△15.8

　　　評価・換算差額等合計 △607,011△18.7 △646,072△17.5

　　　純資産合計 1,723,75553.2 2,159,92158.5

　　　負債純資産合計 3,240,085100 3,689,852100
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 5,736,330100 5,505,197100

Ⅱ　売上原価

　１　期首商品たな卸高 274,837 308,008

　２　当期商品仕入高 4,745,359 4,527,926

　　　　　　合計 5,020,196 4,835,934

　３　期末商品たな卸高 308,008 385,597

　４　他勘定振替高 ※１ 1,7904,710,39882.1 14,5494,435,78880.6

　　　売上総利益 1,025,93217.9 1,069,40919.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　役員報酬 52,797 50,531

　２　給料手当 348,726 327,459

　３　退職給付費用 2,998 △864

　４　役員退職慰労引当金繰入額 ─ 6,020

　５　福利厚生費 53,269 49,465

　６　運搬費 ─ 55,531

　７　販売手数料 ─ 66,262

　８　業務委託費 53,926 79,312

　９　減価償却費 24,715 26,124

　10　地代家賃 71,007 69,796

　11　貸倒引当金繰入額 16,900 10,312

　12　その他 308,901933,23916.3 211,600951,54817.3

　　　営業利益 92,6931.6 117,8612.1

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 5,733 6,772

　２　受取配当金 1,914 1,875

　３　投資有価証券売却益 3,294 5,264

　４　為替差益 1,530 ─

　５　受取家賃 3,020 3,342

　６　その他 3,253 18,7440.3 1,592 18,8450.4
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 16,022 19,298

　２　株式交付費 ─ 2,912

　３　貸倒引当金繰入額 7,750 ─

　４　その他 4,718 28,4900.5 4,580 26,7900.5

　　　経常利益 82,9471.4 109,9162.0

Ⅵ　特別利益

　１　関係会社株式売却益 26,680 ─

　２　保険差益 1,336 28,0160.5 ─ ─ ─

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※２ ― 5,544

　２　たな卸資産評価損 ― 14,549

　３　役員退職金 10,120 ─

  ４　役員退職慰労引当金繰入額 ─ 8,520

  ５　関係会社整理損 9,114 ─

　６　投資有価証券評価損 67,734 86,9681.5 ─ 28,6130.5

　　　税引前当期純利益 23,9950.4 81,3031.5

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

3,9580.1 5,8750.1

　　　当期純利益 20,0370.3 75,4281.4
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,394,711 355,177 701,498 1,056,675

事業年度中の変動額

　当期純利益 ― ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― 　― ― ―

平成19年３月31日残高(千円) 1,394,711 355,177 701,498 1,056,675

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) △138,674 △138,674 △1,753 2,310,959

事業年度中の変動額

　当期純利益 20,037 20,037 ― 20,037

　自己株式の取得 ― ― △231 △231

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 20,037 20,037 △231 19,806

平成19年３月31日残高(千円) △118,636 △118,636 △1,984 2,330,766

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) △25,927 ― △584,897 △610,824 1,700,135

事業年度中の変動額

　当期純利益 ― ― ― ― 20,037

　自己株式の取得 ― ― ― ― △231

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

2,748 1,065 ― 3,813 3,813

事業年度中の変動額合計(千円) 2,748 1,065 ― 3,813 23,619

平成19年３月31日残高(千円) △23,179 1,065 △584,897 △607,011 1,723,755
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,394,711 355,177 701,498 1,056,675

事業年度中の変動額

　新株の発行 202,000 197,960 ─ 197,960

　当期純利益 ─ ─ ─ ─

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(千円) 202,000 197,960 ─ 197,960

平成20年３月31日残高(千円) 1,596,711 553,137 701,498 1,254,635

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) △118,636 △118,636 △1,984 2,330,766

事業年度中の変動額

　新株の発行 ─ ─ ─ 399,960

　当期純利益 75,428 75,428 ─ 75,428

　自己株式の取得 ─ ─ △161 △161

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(千円) 75,428 75,428 △161 475,227

平成20年３月31日残高(千円) △43,208 △43,208 △2,145 2,805,993

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △23,179 1,065 △584,897 △607,011 1,723,755

事業年度中の変動額

　新株の発行 ─ ─ ─ ─ 399,960

　当期純利益 ─ ─ ─ ─ 75,428

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ △161

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△31,220 △7,841 ─ △39,061 △39,061

事業年度中の変動額合計(千円) △31,220 △7,841 ─ △39,061 436,166

平成20年３月31日残高(千円) △54,399 △6,776 △584,897 △646,072 2,159,921
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税引前当期純利益 23,995 81,303

　２　減価償却費 24,715 26,124

　３　貸倒引当金の増減額 △45,047 △85,249

　４　退職給付引当金の増減額 △7,881 △5,088

　５　役員退職慰労引当金の増減額 ─ 13,940

　６　受取利息及び受取配当金 △7,647 △8,647

　７　支払利息 16,022 19,298

　８　株式交付費 ─ 2,912

　９　投資有価証券売却益 △3,294 △5,264

　10　関係会社株式売却益 △26,680 ─

　11　投資有価証券評価損 67,734 ─

　12　関係会社整理損 9,114 ─

　13　固定資産除却損 ─ 5,544

　14　為替差損益 884 1,214

　15　売上債権の増減額 △332,204 159,536

　16　仕入債務の増減額 △95,203 44,564

　17　前受金の増減額 122,965 8,652

　18　前渡金の増減額 ─ △183,607

　19　たな卸資産の増減額 △33,171 △77,589

　20　その他 63,886 54,202

　　　　小計 △221,812 51,845

　21　利息及び配当金の受取額 7,774 8,419

　22　利息の支払額 △15,237 △19,145

　23　法人税等の支払額 △3,796 △4,796

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー △233,071 36,323

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　有形固定資産の取得による支出 △12,609 △2,555

　２　無形固定資産の取得による支出 △41,510 △11,504

　３　投資有価証券の取得による支出 △3,647 △43,609

　４　投資有価証券の売却による収入 34,381 6,837

　５　関係会社株式の売却による収入 46,680 ─

　６　関係会社の清算による収入 12,681 ─

　７　貸付による支出 △1,800 ─

　８　貸付金の回収による収入 49,361 640

　９　敷金保証金の差入による支出 △1,322 △1,358

　10　敷金保証金の返還による収入 20,944 ─

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 103,159 △51,549

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の純増減額 △100,000 △50,000

　２　自己株式の取得による支出 △231 △161

　３　新株の発行による収入 ─ 397,048

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △100,231 346,887

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △884 △1,214

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △231,028 330,447

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,276,109 1,045,081

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,045,081 1,375,528
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、総平均法により算出）

　　　　時価のないもの

　　　　　総平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

同左　

　　　　時価のないもの

同左　　　　　

２　デリバティブ取引により生ずる債権及び債務の評価

基準

　　時価法

２　デリバティブ取引により生ずる債権及び債務の評価

基準

同左

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品については総平均法に基づく原価法によってお

ります。

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　定率法によっております。

　主な耐用年数

　　建物　　　　　　　　　　６年～50年

　　工具器具備品　　　　　　４年～15年

４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法によっております。

  主な耐用年数

    建物                    ６年～50年

    工具器具備品            ４年～15年

（会計方針の変更）

  法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税法施

行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日　政令第

83号））に伴い、当事業年度から平成19年４月１日以

降に取得したものについては、改正後の法人税法に基

づく方法に変更しております。

  当該変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。

（追加情報）

  当事業年度から平成19年３月31日以前に取得したも

のについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌

年から５年間で均等償却する方法によっております。

  当該変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。

　(2) 無形固定資産

　定額法によっております。

　ただし、無形固定資産のソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期間（5年）に基づ

く定額法によっております。

　(2) 無形固定資産

同左

　(3) 長期前払費用

　均等償却によっております。

　(3) 長期前払費用

同左

───── ５　繰延資産の処理方法

  株式交付費については、支出時に全額費用として処

理しております。　

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

６　引当金の計上基準 ６　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更

生債権等については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

　(1) 貸倒引当金

同左
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　(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。

　(2) 退職給付引当金

同左

─────   (3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

（会計方針の変更）

  役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理し

ておりましたが、当事業年度より「租税特別措置法上

の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員

退職慰労金引当金等に関する監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会　平成19年４月13日　監査・保証実務委

員会報告第42号）が公表されたことを契機として、役

員に対する退職慰労金の支給見積額を在任期間中にわ

たり費用配分することで期間損益の適正化及び財務内

容の健全化を図るため、当事業年度より役員退職慰労

引当金を計上しております。

　この変更により、当事業年度の発生額6,020千円は販

売費及び一般管理費に、過年度分相当額8,520千円は特

別損失に計上しております。この結果、従来と同一の方

法を採用した場合と比較して、営業利益及び経常利益

は6,020千円減少し、税引前当期純利益は14,540千円減

少しております。

７　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

７　リース取引の処理方法

同左

８　ヘッジ会計の方法 ８　ヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　為替予約については、繰延ヘッジ処理によっており

ます。

　　①　ヘッジ会計の方法

同左

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　（ヘッジ手段）　　（ヘッジ対象）

　　　　　為替予約　　　　　外貨建金銭債権債務

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　　③　ヘッジ方針

　　　　外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的

で為替予約取引を行っており、投機目的のための

為替予約は行っておりません。

　　③　ヘッジ方針

同左

　　④　ヘッジの有効性評価の方法

　　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変動との間に高い水準で相

殺が行われたかどうかの評価を半期に一度以上

行っております。

　　④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

９　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない

短期的な投資としております。

９　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左　　

10　その他財務諸表作成のための重要な事項 10　その他財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

　　消費税等の会計処理

同左
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(会計処理の変更) 

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、1,722,690千

円であります。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。

─────

　

(表示方法の変更)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表) (貸借対照表)

前期まで区分掲記しておりました「未収入金」（当期

13,357千円）は、当期において資産総額の100分の1以下

となりましたので、流動資産の「その他」に含めて表示

しております。

前期において流動資産の「その他」に含めて表示して

おりました「未収入金」（前期13,357千円）は、当期に

おいて資産総額の100分の1を超えたため区分掲記してお

ります。

(損益計算書) (損益計算書)

前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示してお

りました「受取家賃」は、営業外収益の総額の100分の10

を超えたため区分掲記しております。

　なお、前期における「受取家賃」の金額は2,181千円で

あります。

前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示しておりました「運搬費」及び「販売手数料」はそ

れぞれ、販売費及び一般管理費の総額の100分の5を超え

たため区分掲記しております。 

　なお、前期における「運搬費」及び「販売手数料」の金

額は下のとおりであります。 

　運搬費　　　　　　　　49,270千円 

　販売手数料　　　　　　37,296千円

(キャッシュ・フロー計算書) (キャッシュ・フロー計算書)

───── 前期において「仕入債務の増減額」に含めて表示して

おりました「前渡金の増減額」（前期△22,755千円）に

ついては、重要性が増したため、当期より区分掲記してお

ります。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　担保提供資産

　　　投資有価証券のうち88,211千円は、取引保証金の代用

として担保に供しております。

※１　担保提供資産

　　　投資有価証券のうち81,010千円は、取引保証金の代用

として担保に供しております。

※２　土地再評価

　　　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公

布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律」(平成11年３月31日公布法律

第24号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当

該評価差額を「土地再評価差額金」として純資産の

部に計上しております。

※２　土地再評価

同左

　　　再評価の方法

　　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第３号に定める地方

税法(昭和25年法律第226号)第341条第10号の土

地課税台帳又は同条第11号の土地補充課税台帳

に登録されている価格に合理的な調整を行って

算定する方法、及び同施行令第２条第４号に定

める地価税法(平成３年法律第69号)第16条に規

定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土

地の価格を算定するために国税庁長官が定めて

公表した方法により算出した価額に合理的な調

整を行って算出する方法によっております。

　　　再評価の方法

同左

　　　再評価を行った年月日　　　平成14年３月31日

　　　再評価を行った土地の期末における時価と再評価後

の帳簿価額との差額

△17,000千円

　　　再評価を行った年月日　　　平成14年３月31日

　　　再評価を行った土地の期末における時価と再評価後

の帳簿価額との差額

△7,286千円

※３　事業年度末日満期手形の会計処理については、

　　手形交換日をもって決済処理をしております。

　　　なお、当事業年度末日が金融機関の休日であっ

　　たため、次の事業年度末日満期手形が、事業年度

　　末日残高に含まれております。

　　　受取手形　　　　　　　　　　　　　1,384千円

　　　裏書譲渡手形　　　　　　　　　　 43,032千円

─────

　４　受取手形の裏書譲渡高 174,206千円　４　受取手形の裏書譲渡高 152,949千円
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１  他勘定振替高の内訳

販売費及び一般管理費への振替高 28千円

商品評価損 1,762千円

計 1,790千円

※１　他勘定振替高の内訳

たな卸資産(商品)評価損 14,549千円

計 14,549千円

───── ※２　固定資産除却損の内訳

特許権 3,827千円

ソフトウェア 1,717千円

計 5,544千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 8,265,677 ― ― 8,265,677

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 5,892 1,200 ― 7,092

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　1,200株

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 8,265,677 4,040,000 ― 12,305,677

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　第三者割当増資による新株の発行による増加　　　 4,040,000株

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 7,092 1,448 ─ 8,540

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　 1,448株

　

(キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係

　現金及び預金勘定 1,045,081千円

　現金及び現金同等物 1,045,081千円

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係

　現金及び預金勘定 1,375,528千円

　現金及び現金同等物 1,375,528千円
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

建物 ソフトウェア 合計

取得価額
相当額

11,696千円6,188千円17,884千円

減価償却
累計額
相当額

11,111千円3,506千円14,617千円

期末残高
相当額

585千円 2,682千円 3,267千円

２　未経過リース料期末残高相当額

ソフトウェア

取得価額
相当額

6,188千円

減価償却
累計額
相当額

4,744千円

期末残高
相当額

1,444千円

２　未経過リース料期末残高相当額

　１年内 1,924千円

　１年超 1,497千円

　合計 3,421千円

　１年内 1,281千円

　１年超 216千円

　合計 1,497千円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 3,992千円

減価償却費相当額 3,577千円

支払利息相当額 183千円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,298千円

減価償却費相当額 1,238千円

支払利息相当額 41千円

４　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　(1)減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　(1)減価償却費相当額の算定方法

同左

　(2)利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。

　(2)利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

取得原価
（千円）

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの

　　株式 36,074 41,272 5,198 ─ ─ ─

小計 36,074 41,272 5,198 ─ ─ ─

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの

　　株式 169,069144,500△24,569208,839159,261△49,578

小計 169,069144,500△24,569208,839159,261△49,578

合計 205,143185,772△19,371208,839159,261△49,578

（注）　１.表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

　 ２.前事業年度において、60,395千円減損処理を行っております。

　

２　当事業年度中に売却したその他有価証券

区分
前事業年度

（平成18年４月１日から
　  平成19年３月31日まで）

当事業年度
（平成19年４月１日から
　平成20年３月31日まで）

売却額（千円） 34,381 6,837

売却益の合計額（千円） 3,294 5,264

　

３　時価評価されていない主な有価証券

区分

前事業年度
(平成19年３月31日）

当事業年度
(平成20年３月31日）

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

　その他有価証券
　　非上場株式 19,526 56,860

計 19,526 56,860

（注）　前事業年度において、7,339千円減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項
　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　取引の内容

　　利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引であ

ります。

１　取引の内容

　同左

２　取引に対する取組方針

　　デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針

であります。

２　取引に対する取組方針

同左

３　取引の利用目的

　　デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務の為替変動

リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で利

用しております。

　　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

　　ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。

　　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　（ヘッジ手段）　　　　（ヘッジ対象）

　　　 為替予約 　　　　外貨建金銭債権債務

３　取引の利用目的

同左

４　取引に係るリスクの内容

　　為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有して

おります。

　なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定し

ているため信用リスクはほとんどないと認識しており

ます。

４　取引に係るリスクの内容

同左

５　取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担

当部門が決済担当者の承認を得て行っております。

５　取引に係るリスク管理体制

同左

　

２　取引の時価等に関する事項

前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。

　

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。
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(退職給付関係)

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

おります。

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

おります。

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △40,058千円

②年金資産 9,524千円

③未積立退職給付債務（①＋②） △30,534千円

④貸借対照表計上額純額 △30,534千円

⑤退職給付引当金（④） △30,534千円

　当社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採

用しております。

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △30,651千円

②年金資産 5,205千円

③未積立退職給付債務（①＋②） △25,446千円

④貸借対照表計上額純額 △25,446千円

⑤退職給付引当金（④） △25,446千円

　当社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採

用しております。

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用 2,998千円

②退職給付費用（①） 2,998千円

　当社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採

用しております。

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用 △864千円

②退職給付費用（①） △864千円

　当社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採

用しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　当社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率等につ

いては記載しておりません。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　当社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率等につ

いては記載しておりません。

　

(ストック・オプション等関係)

前事業年度(平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の

内訳

　(繰延税金資産)

　　繰越欠損金 604,783千円

　　貸倒引当金損金算入限度超過額 123,232千円

　　投資有価証券評価損否認 163,425千円

　　土地再評価差額金 237,994千円

　　その他 28,126千円

　　繰延税金資産小計 1,157,560千円

　　評価性引当額 △1,157,560千円

　　繰延税金資産合計 ―千円

　(繰延税金負債)

　　繰延ヘッジ利益 △731千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の

内訳

　(繰延税金資産)

　　繰越欠損金 591,800千円

　　貸倒引当金 87,174千円

　　投資有価証券評価損 161,369千円

　　土地再評価差額金 237,994千円

　　その他 55,747千円

　　繰延税金資産小計 1,134,084千円

　　評価性引当額 △1,134,084千円

　　繰延税金資産合計 ─千円

２　法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率
（調整）

40.69％

　　交際費等永久に損金に算入
　　されない項目

10.57％

　　受取配当金等永久に益金に
　　算入されない項目

△1.62％

　　住民税均等割等 15.75％

　　評価性引当額等の影響額 △48.90％

　　税効果適用後の法人税等の
　　負担率

16.49％

　　法定実効税率
（調整）

40.69％

　　交際費等永久に損金に算入
　　されない項目

4.10％

　　受取配当金等永久に益金に
　　算入されない項目

△0.13％

　　住民税均等割等 5.99％

　　評価性引当額等の影響額 △43.42％

　　税効果適用後の法人税等の
　　負担率

7.23％

　

(持分法損益等)

前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

該当事項はありません。
　

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

該当事項はありません。

　

　当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

該当事項はありません。

　

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報）

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 208円72銭１株当たり純資産額 175円64銭

１株当たり当期純利益 2円43銭１株当たり当期純利益 8円74銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。

算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　　貸借対照表の純資産の部の合
　　計額

1,723,755千円

　　普通株式に係る純資産額 1,723,755千円

　　差額の主な内訳

　　　該当事項はありません。

　　１株当たり純資産額の算定に
　　用いられた普通株式の数

8,258,585株

２　１株当たり当期純利益

　　損益計算書上の当期純利益 20,037千円

　　普通株式に係る当期純利益 20,037千円

　　普通株主に帰属しない金額の主な内訳

　　　該当事項はありません。

　　普通株式の期中平均株式数 8,259,157株

算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　　貸借対照表の純資産の部の合
　　計額

2,159,921千円

　　普通株式に係る純資産額 2,159,921千円

　　差額の主な内訳

　　　該当事項はありません。

　　１株当たり純資産額の算定に
　　用いられた普通株式の数

12,297,137株

２　１株当たり当期純利益

　　損益計算書上の当期純利益 75,428千円

　　普通株式に係る当期純利益 75,428千円

　　普通株主に帰属しない金額の主な内訳

　　　該当事項はありません。

　　普通株式の期中平均株式数 8,633,630株
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)及び投資口数(口) 貸借対照表計上額(千円)

河内屋紙㈱ 217,000 82,677

沖電気工業㈱ 241,000 46,272

㈱Tokyo Starting Company 120 24,000

投資 その他 沖電線㈱ 103,505 15,940

有価 有価
㈱Tokyo Starting Company（新株
予約権）

80 15,920

証券 証券 昱忠企業股?有限公司 417,528 11,940

日立マクセル㈱ 10,000 10,270

伊那ケーブルテレビジョン㈱ 100 5,000

㈱メルコホールディングス 2,420 4,102

その他（４銘柄） 959,170 0

計 1,950,923 216,121
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

　建物 182,175 ─ ─ 182,175109,5074,80372,668

　構築物 4,664 ─ ─ 4,664 4,373 50 291

　車両運搬具 3,000 ─ ─ 3,000 1,663 659 1,337

　工具器具備品 72,4977,324 ─ 79,82163,0439,05316,778

　土地 75,284 ─ ─ 75,284 ─ ─ 75,284

有形固定資産計 337,6207,324 ─ 344,944178,58614,565166,358

無形固定資産

特許権 7,647 ─ 7,647 ─ ─ 478 ─

借地権 5,000 ─ ─ 5,000 ─ ─ 5,000

商標権 861 ─ ─ 861 358 86 503

ソフトウェア 68,77039,5635,893102,44061,33510,95541,105

ソフトウェア仮勘定 40,810 ─ 37,9472,863 ─ ─ 2,863

その他 6,062 ─ ─ 6,062 560 41 5,502

無形固定資産計 129,15039,56351,487117,22662,25311,56054,973

長期前払費用 865 ─ ─ 865 145 83 720

(注)　ソフトウェアの当期増加額は基幹システムの導入によるものです。
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【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 880,000 830,000 1.918 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ─ ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 ─ ─ ─ ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ─ ― ―

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

─ ─ ─ ─

その他の有利子負債 ― ─ ― ―

合計 880,000 830,000 ― ―

(注) 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 313,354 18,438 95,561 8,126 228,105

役員退職慰労引当金 ─ 14,540 600 ─ 13,940

(注)　貸倒引当金の当期減少額「その他」欄の金額のうち7,200千円は一般債権の貸倒実績率による洗替額であり、

926千円は回収及び回収可能性の見直しによる戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 2,043

預金

普通預金 711,769

当座預金 48,302

定期預金 600,000

外貨預金 13,322

納税準備預金 92

小計 1,373,485

合計 1,375,528

　

②　受取手形

相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

大井電気㈱ 36,133

菊水電子工業㈱ 24,682

セルスター工業㈱ 24,443

ウエルストン電子工業㈱ 11,201

㈱英知コーポレーション 10,448

その他　　　　　　　(注) 156,019

計 262,926

(注)　㈱ヌマタほか
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期日別内訳

　

期日別 受取手形(千円) 裏書手形(千円)

平成20年４月満期 46,409 52,995

　　　　５月 〃 62,351 48,899

　　　　６月 〃 54,336 41,355

　　　　７月 〃 89,168 9,700

　　　　８月 〃 10,662 ─

計 262,926 152,949

　

③　売掛金

相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

セルスター工業㈱ 56,646

ダイキン工業㈱ 40,203

ＪＵＫＩ電子工業㈱ 30,897

北部通信工業㈱ 17,578

㈱ピーシーデポコーポレーション 17,148

その他　　　　　　　(注) 448,659

計 611,131

(注)　日立マクセル㈱ほか

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

期首残高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

当期末残高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
Ｃ

Ａ＋Ｂ

滞留期間(カ月)

Ｄ÷
Ｂ

12

674,920 5,709,9665,773,755 611,131 90.4 1.28

(注)　金額には消費税等を含んでおります。
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④　商品
　

区分 金額(千円)

一般電子部品 59,396

電子デバイス 93,108

電子機器 233,093

計 385,597

　

⑤　前渡金
　

区分 金額(千円)

ワコー電子㈱ 186,738

日立マクセル㈱ 18,785

ＬＹＯＮＴＥＫ　ＩＮＣ． 8,869

㈱リガク 8,802

日本電気㈱ 1,583

その他　　　　　　　(注) 1,887

計 226,664

(注)　ＯＹＡＴＥＣＨ　ＥＮＴＥＲＰＲＩＳＥＳ　ＣＯ．，ＬＴＤほか

　

⑥　更生債権等
　

区分 金額(千円)

ニットーシステム㈱ 118,670

ユナイテッド・プログレス㈱ 61,000

石川金属㈱ 17,697

㈱セキュアソフト 4,655

㈱ＮＫＤエレクトロニクス 3,944

その他　　　　　　　(注) 11,029

計 216,995

(注)　ユメックス㈱ほか
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⑦　買掛金

　

区分 金額(千円)

池上通信機㈱ 73,047

㈱ルネサスデバイス販売 39,232

㈱リガク 38,050

C.G. DEVELOPMENT LTD 37,351

ラディウス㈱ 29,580

その他　　　　　　　(注) 191,791

計 409,051

(注)　㈱沖デバイスほか

　

⑧　短期借入金

　

区分 金額(千円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 300,000

㈱みずほ銀行 200,000

㈱りそな銀行 200,000

㈱あおぞら銀行 50,000

㈱百十四銀行 50,000

㈱八十二銀行 30,000

計 830,000
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100,000株 10,000株  1,000株

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社

　　取次所 東京証券代行株式会社営業所及び各取次所

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額に50円を加えた金額

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社

　　取次所 東京証券代行株式会社営業所及び各取次所

　　買取手数料 無料

公告掲載方法
電子公告　http://soliste.jp　ただし事故その他やむを得ない事由によって電子広告
による公告ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 なし

(注)　当会社の株主（実質株主を含む。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使する

ことができない。

(1)　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2)　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3)　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券届出書及びその添付書類

第三者割当による新株発行　平成20年２月７日関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第42期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成19年６月20日関東財務局長に提出

(3) 半期報告書

事業年度　第43期中(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)平成19年12月14日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社の

財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）の規定に基づき、減損処理による投資有価証券評価

損60百万円を特別損失として計上する旨の臨時報告書を平成19年４月６日に関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月20日

株式会社ソリスト

取締役会　御中

あ　ず　さ　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　丸　　山　　邦　　彦　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　寺　　田　　昭　　仁　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ソリストの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第42期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ソリストの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　

　

上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月19日

株式会社ソリスト

取締役会　御中

あ　ず　さ　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　柏　　嵜　　周　　弘　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　寺　　田　　昭　　仁　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ソリストの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第43期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表に

ついて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ソリストの平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な会計方針の６引当金の計上基準(3)役員退職慰労引当金に記載のとおり、会社は従来、役員退職慰労

金を支出時の費用として処理していたが、当事業年度より役員退職慰労引当金として計上する方法に変更し

ている。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　

　

上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ソリスト(E02710)

有価証券報告書

63/63


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)所有者別状況
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(8)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	④キャッシュ・フロー計算書
	関連当事者との取引

	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	引当金明細表


	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

